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�内部統制関連�
JICPA　内部統制監査，「実務上の取扱

い」で改正案公表  2904（２/２）

監査役協　「重要な欠陥」，適用初年度は

上場企業の6.5%  2907（２/23）

ディーバ　内部統制　４割超が「企業価

値向上へ寄与セズ」   2909（３/９）

JICPA　内部統制監査，「実務上の取扱

い」を改正   2912（３/30）

内部統制報告書，３月27日に提出第２号  

  2913（４/６）

金融庁　内部統制Q&Aに再追加24題

　  2914（４/13）

金融庁・野村調整官がQ&A最新追加内

容を説明  2914（４/13）

本誌　３月決算会社が初の内部統制報告

書提出  2922（６/15）

本誌　内部統制報告書，６月16日時点で

17社提出  2923（６/22）

本誌　内部統制報告書，初の「重要な欠

陥」事例  2924（６/29）

�四半期関連�
ASBJ　四半期会計基準及び適用指針を

改正  2901（１/12）

本誌　四半期レビュー，「結論の不表明」

は12社  2905（２/９）

金融庁　GC注記に係る四半期開示・レ

ビューを改正へ  2919（５/25）

ASBJ　四半期会計基準の改正案を公表

　  2920（６/１）

ASBJ　四半期会計基準を改正  2924（６/29）

FASF　前年度の会計処理方法の変更に

係る注記例　  2924（６/29）

�会計基準等�
〈編注〉分類は50音順。出所のないものは企業

会計基準委員会（ASBJ）。

SPC・投資事業組合

連結範囲で「論点整理」案公表  2905（２/９）

IASB公開草案「認識の中止」のコメン

ト検討開始  2917（５/11）

過年度遡及修正

遡及処理に関する会計基準案を議決へ

　  2911（３/23）

会計上の変更・過去の誤謬に関する基準

案を議決  2914（４/13）

企業結合・事業分離会計

企業結合会計基準等を改正  2901（１/12）

「企業結合」，中期プロジェクトの検討開始  

経財ニュース・トピックス

総合索引
21年 No.2900 ～ 2924

１月～６月
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  2908（３/２）

企業結合基準に対応し他基準改正  2913（４/６）

「企業結合会計」論点整理のたたき台の

検討始める  2919（５/25）

のれんは償却・非償却の両論併記で意見

聴取  2921（６/８）

金融商品会計

電子記録債権の会計処理で科目名など検討

　  2901（１/12）

本誌　債券の保有目的区分の変更，適用

は７件  2907（２/23）

電子記録債権で実務対応報告案公表

　  2907（２/23）

電子記録債権の会計処理まとまる  2915（４/20）

「金融商品会計」論点整理を公表  2920（６/１）

金融商品会計の国際動向を説明  2921（６/８）

研究開発費

無形資産の会計基準を開発へ  2905（２/９）

財務諸表の表示

廃止事業，「事業セグメントで判断」を

支持  2902（１/19）

マネジメント・アプローチなど巡り意見

集約難航  2911（３/23）

財務諸表表示の論点整理案を検討  2915（４/20）

財務諸表表示の論点整理を７月に公表

　  2923（６/22）

資産除去債務

本誌　鉱山の跡処理義務などで資産除去

債務計上  2917（５/11）

収益認識

IASBとFASBが収益認識に係るDP公表

　  2902（１/19）

本誌　収益・売上計上基準の開示会社は

１割未満  2918（５/18）

IASB＆FASB公表のDP議論  2921（６/８）

税効果会計

JICPA　税効果実務指針等の改正案を公表

　  2912（３/30）

JICPA　税効果実務指針等を改正  2916（４/27）

産業経理協会　税効果会計に関する調査

研究を冊子化  2923（６/22）

退職給付会計

退職給付会計見直しの論点整理を公表

　  2904（２/２）

会計士協　退職給付会計実務指針を改正  

  2908（３/２）

IASBは遅延認識廃止・即時認識で暫定

合意  2918（５/18）

中小企業会計

「中小企業会計指針」の改正案を公表

　  2903（１/26）

21年版「中小企業の会計に関する指針」

公表  2917（５/11）

排出権取引

排出量取引の会計処理を検討  2902（１/19）

排出枠取引テーマに検討開始  2903（１/26）

排出枠無償取得の処理案公表  2915（４/20）

排出量取引会計処理で実務対応報告を改正

　  2924（６/29）

引当金

第１回「引当金専門委員会」を開催  2901（１/12）

本誌　国内企業のポイント引当金計上が

定着化  2910（３/16）

引当金の認識要件等を議論  2914（４/13）

無形資産

耐用年数不確定の無形資産は非償却に

　  2921（６/８）

リース会計

本誌　リース会計基準，例外処理の重要

性判定に留意  2909（３/９）

「使用権モデル」採用に同意へ  2921（６/８）

その他

本誌　工事進行基準の適用範囲  2906（２/16）

本誌　20年４月～９月期　会計処理変更
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は31社・35件  2908（３/２）

本誌　会計基準等，2009年３月期からの

適用は計８本  2913（４/６）

本誌　固定資産の減損後の処理は?  2916（４/27）

本誌　減損会計適用後の減価償却  2918（５/18）

本誌　利益の資本組入れが可能に  2920（６/１）

資本連結手続実務指針等を改正  2923（６/22）

ASBJ/FASFレポート

第168回　企業結合・無形資産の基準等

を公表議決  2900（１/５）

第169回　退職給付会計見直しの論点整

理（案）を議決  2903（１/26）

第170回　連結におけるSPE等の取扱い

で論点整理案を公表へ  2905（２/９）

第171回　電子記録債権の会計処理・表

示の取扱い（案）を議決  2907（２/23）

第172回　「過年度遡及修正」の基準案を

４月に公表へ  2909（３/９）

第173回　結合基準等の公表に伴い他の

基準を改正  2912（３/30）

第174回　会計上の変更・過去の誤謬に

関する基準案などを公表議決  2914（４/13）

第175回　金融商品の測定区分，「その他

有価証券」の維持めぐり議論  2917（５/11）

第176回　連結対象：組合及び信託―「会

社に準ずる事業体」は個別で純額  2918（５/18）

第177回　「金融商品会計」論点整理およ

び四半期基準案を公表議決  2920（６/１）

第178回　財務諸表の表示，「論点整理」

公表に向け，大詰め  2922（６/15）

第179回　政府からの無償交付排出枠，

会計処理セズ  2924（６/29）

国際会計基準関係

国際会計基準（IFRS）の任意適用と強

制適用について議論≪企業会計審議会

レポート≫  2901（１/12）

青山学院　第３回公開シンポジウムを開催

　  2902（１/19）

産業経理協会　IASBの山田辰己理事が

講演  2902（１/19）

金融庁・企会審　IFRS適用に向け「日

本版ロードマップ案」公表へ  2904（２/２）

我が国における国際会計基準の取扱いに

ついて（中間報告）（案）≪企業会計

審議会レポート≫  2905（２/９）

CFO協・FASSフォーラム　山田IASB理事

「IFRSしかない時代，やがてくる」  2906（２/16）

アビタス　原則主義と比較可能性は両立

するか？  2907（２/23）

本誌　ひとめで分かる！コンバージェン

ス進捗状況  2909（３/９）

XBRL Japan　IFRS導入に際してXBRL

の果たす役割は？  2910（３/16）

あらた監査法人　IFRSセミナーを開催

　  2910（３/16）

アナリスト協　「IFRSの開発動向」で講演

　  2911（３/23）

経団連　IFRS適用に向けた取組み状況

等を調査  2915（４/20）

弊社セミナー～ IFRSが企業に及ぼす影

響とその準備方法  2918（５/18）

IFRSへの移行日，2013年４月の想定も

　  2922（６/15）

IFRS強制適用で2015年を明記  2923（６/22）

迫るIFRS適用，連結財規等改正へ  2923（６/22）

IFRSカンファランスを７月にソウルで

開催  2923（６/22）

�開示関係の法令・制度等�
金融庁関係

企業結合基準等に対応し財規等改正へ

　  2903（１/26）

平成20年３月期有報の重点審査結果を公表

　  2907（２/23）

企業結合基準等対応の改正財規等公布
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　  2912（３/30）

監査基準・財規等の改正案公表  2913（４/６）

21年３月期有報の留意点公表  2913（４/６）

XBRL形式での有報の作成・提出で留意

事項  2913（４/６）

GC注記規定を改正した財規等公布  2916（４/27）

GC注記に係る四半期開示・レビューを

改正へ  2919（５/25）

GC・監査報酬開示等で重点審査  2920（６/１）

社外取締役の導入義務化は見送り  2923（６/22）

迫るIFRS適用，連結財規等改正へ  2923（６/22）

法務省関係

会社法施行規則・計算規則の改正案公表

　　  2905（２/９）

会社法施行規則・計算規則を改正  2913（４/６）

証券取引所関係

東証　上場株券に係る時価総額基準を引

き下げ  2903（１/26）

本誌　早わかり！東証コーポレート・ガ

バナンス白書2009　第１弾  2904（２/２）

 第２弾　 2905（２/９），第３弾　 2906（２/16）

東証　第３四半期決算発表　平均所要日

数は35.7日  2909（３/９）

東証　JSRなど７社をディスクロ表彰

　   2910（３/16）

東証　意見不表明に係る上場廃止判断に

猶予  2910（３/16）

東証　通期短信の財務諸表XBRL化は夏

以降  2912（３/30）

本誌　経済危機下での業績予想の行方

　  2915（４/20）

東証　希釈化比率300%超の第三者割当

は原則禁止  2918（５/18）

東証　希釈化率300%超の第三者割当を

原則禁止  2921（６/８）

TOKYO AIM　取引所業務を開始  2921（６/８）

東証　決算発表までの平均所要日数は

39.8日  2922（６/15）

その他

本誌　21年３月期から変わる！「監査報

酬の開示」  2907（２/23）

本誌　今３月期から関連当事者開示に新

基準  2909（３/９）

本誌　コンフォート・レターに係る報酬

はどこで開示？  2920（６/１）

�監査・レビュー�
金融庁関係

21年３月期からGC注記の規定を弾力化

　  2912（３/30）

監査基準・財規等の改正案公表  2913（４/６）

「継続企業の前提」に関する監査手続きの改

訂≪企業会計審議会レポート≫  2913（４/６）

改訂監査基準を公表   2915（４/20）

GC注記に係る四半期開示・レビューを

改正へ  2919（５/25）

公認会計士協会（JICPA）関係

販売用不動産に関する監査指針を改正へ

　  2901（１/12）

JICPA・監査役協　監査役と監査人の連

携に関する研究報告を改正へ  2902（１/19）

内部統制監査，「実務上の取扱い」で改

正案公表  2904（２/２）

監査報酬（金商法・連結）は平均3,235

万円  2904（２/２）

販売用不動産評価，監査指針を改正

　  2908（３/２）

同時提供禁止業務の解釈指針案公表

　  2909（３/９）

JICPA・監査役協　監査役等と監査人の

連携に関する研究報告を改正  2909（３/９）

内部統制監査，「実務上の取扱い」を改正

　  2912（３/30）

GC関連の実務指針を改正へ  2914（４/13）

GC関連の実務指針を改正  2916（４/27）
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同時提供禁止業務の解釈指針公表  2917（５/11）

金商法・会社法の財務情報を実質一元化

すべき  2920（６/１）

TSR　2009年３月期決算，GC注記減少へ

　  2922（６/15）

GC関連の実務指針４本の改正案を公表

　  2924（６/29）

�税制・税務関係�
松下奈緒さん，e-Taxでの確定申告をPR

　  2907（２/23）

JICPA　国外組織再編等で税法の適用関

係を整理  2910（３/16）

本誌　株式評価損の税務認容規定を明確

化へ  2912（３/30）

国税庁　上場有価証券の評価損に関する

Q&A公表  2914（４/13）

本誌　上場会社等は会計・税務で同一の

判断基準可  2916（４/27）

本誌　有価証券評価損の損金算入　戻入

れ方法の違いで限度額に差  2922（６/15）

�企業動向�
TSR　08年の上場企業倒産，戦後最多の

33件  2903（１/26）

経団連　育児関連費が５年で３倍増

　  2906（２/16）

TSR　上場会社の希望・早期退職者募

集，２月半ばで68社  2907（２/23）

TSR　銀行121行中69行が中小企業等貸

出金残高減らす  2911（３/23）

TDB　地銀・第二地銀の08年12月末有

価証券評価損益  2913（４/６）

TSR　役員報酬減額，上場企業は239社

　  2917（５/11）

TDB　TOKYO AIMに上場予定・希望

は37社  2918（５/18）

TDB　08年度　上場22社に不適切な会

計処理発覚  2921（６/８）

TDB　米GMへの売掛債権，いすゞなど

13社  2921（６/８）

スズキのGM債権716億，取立不能・遅

延も  2922（６/15）

�学会・会計関係団体の動向その他�
監査役協　CGに関する報告書を公表

　  2914（４/13）

会計参与支援センター　NPO法人設立

記念シンポジウム開催  2915（４/20）

監査役協　第68回監査役全国会議を開催  

  2915（４/20）

経団連　「社外取締役」の設置などに関

し提言  2917（５/11）

会計大学院協会の新理事長に八田氏

　  2920（６/１）

�トピックスアイ�
経済危機下での業績予想の行方   2915（４/20）

�内部統制関連�
重要な欠陥と適時開示  2903（１/26）

重要な欠陥＝改善課題  2914（４/13）

重要な欠陥の判断  2919（５/25）

�会計・開示�
引当金  2901（１/12）

有価証券の会計処理  2901（１/12）

工事進行基準と収益認識  2902（１/19）

販売用不動産  2902（１/19）

IFRIC３号廃止の経緯  2903（１/26）

企業結合基準の適用初年度  2904（２/２）

退職給付債務と簡便法  2906（２/16）

棚卸資産のグルーピング  2906（２/16）

「稀な場合」とは？  2907（２/23）

繰延税金資産の回収可能性  2907（２/23）

繰延税金負債の取崩し  2908（３/２）

ミニファイル
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解　　説
�内部統制関連�
■＜緊急連載＞初年度内部統制報告制度への期末日以降対応 あずさ監査法人

　第１回　経営者評価のスケジュールの再確認及び留意点  2912（３/30）　沢田　昌之

　第２回　決算・財務報告プロセスの評価の留意点  2913（４/６）　岡野　隆樹

　第３回　内部統制の不備の評価の留意点  2914（４/13）　住田　清芽

■内部統制評価業務～期末日後の業務について

　  （第１回）2905（２/９），（第２回）2906（２/16），（第３回）2907（２/23）

 株式会社フューチャークリエイト　公認会計士　鶴巻　智規／公認会計士　細野　祐介

・内部統制報告制度―運用評価における課題と解決策 2903（１/26）　公認会計士　小倉　親子

・＜緊急解説＞「財務報告に係る内部統制の監査に関する実務上の取扱い」（JICPA　監査・

保証実務委員会報告第82号）の改正について  2906（２/16）　公認会計士　牧野　隆一

・「西松建設㈱事件は，内部統制の限界なのか？―内部統制法制化の起源を探る―」  2908（３/２）

 青山学院大学大学院　教授　八田　進二

・内部統制報告制度の期末留意事項  2908（３/２）　あらた監査法人　佐々木　貴司

・米国の内部統制監査はダイレクト・リポーティング保証業務か―理論的・制度的・実態的分析―

　  2908（３/２）　甲南大学　内藤　文雄／関西大学　松本　祥尚／関西学院大学　林　隆敏

簿価切下額の特損計上  2908（３/２）

ヘッジ会計  2909（３/９）

四半報の提出遅延  2909（３/９）

IFRSとXBRL  2910（３/16）

トレーディング目的の棚卸資産  2910（３/16）

退職給付信託  2911（３/23）

直接法とコスト・ベネフィット  2911（３/23）

キャッシュ・バランス・プラン  2912（３/30）

簿価切下額の戻入れ  2912（３/30）

「直接的／間接的」直接法？  2913（４/６）

業績予想  2915（４/20）

関連当事者開示と世界同時不況  2916（４/27）

固定資産の減損・評価損  2916（４/27）

リースの「使用権モデル」  2918（５/18）

棚卸資産評価と損益のブレ  2919（５/25）

デリバティブの純額決済性  2920（６/１）

有報の提出時期  2920（６/１）

企業行動規範  2921（６/８）

政府無償交付の排出枠  2924（６/29）

持合い株式  2924（６/29）

�監査・レビュー�
継続企業の前提―監査意見で訴訟？  2905（２/９）

監査報酬・監査人の開示  2913（４/６）

GC注記の留意点  2915（４/20）

システム監査技術者資格  2917（５/11）

内部統制の後発事象  2921（６/８）

内部統制と最高財務責任者  2923（６/22）

子会社上場  2923（６/22）

�会社法�
民事再生手続  2904（２/２）

社外取締役   2905（２/９）

インセンティブのねじれ  2914（４/13）

電子投票  2917（５/11）

株主総会開催日  2922（６/15）

�その他�
TOKYO AIM  2918（５/18）

FCAG  2922（６/15）
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・「内部統制報告制度に関するQ&A」の再追加について  2916（４/27）

 金融庁　総務企画局　企業開示課　野村　昭文

�四半期関連�
■第３四半期と年度決算に向けての実務のポイント 新日本有限責任監査法人

 （前編）　 2903（１/26）　武澤　玲子，（後編）　 2904（２/２）　目黒　幸二

・平成21年３月期第２四半期報告書の事例分析  2904（２/２）

 あずさ監査法人　江藤　栄作／　重田　理枝子

・四半期報告書の提出遅延事例の分析  2910（３/16）

 （株）ディー・ブレイン証券　開示審査部長　鈴木　広樹

・四半期財務諸表におけるセグメント情報等に関する事項の開示について  2910（３/16）

 企業会計基準委員会　阿部　純子

�会計基準等�
過年度遡及修正

■会計上の変更及び過去の誤謬に関する会計基準（案）及びその適用指針（案）について

  （前編）　 2918（５/18），（後編）　 2919（５/25）　企業会計基準委員会　五反田屋　信明

企業結合

・企業会計基準第21号　「企業結合に関する会計基準」等の解説  2908（３/２）

 企業会計基準委員会　小堀　一英／小林　央子／小林　正和

・Q&Aでわかる　平成20年改正企業結合会計基準における段階取得の会計処理  2911（３/23）

 公認会計士　辻前　正紀

金融商品

・「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」について  2901（１/12）

 企業会計基準委員会　秋葉　賢一

・連結および認識の中止に関するIASBラウンドテーブル（円卓会議）の概要  2924（６/29）

・IASB公開草案「認識の中止（derecognition）」の概要  2924（６/29）

 企業会計基準委員会　福澤　恵二

退職給付

■「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」の解説

 （前編）　 2905（２/９），（後編）　 2906（２/16）　企業会計基準委員会　中根　正文

中小会計指針

・「中小企業の会計に関する指針（平成21年版）」（案）について  2904（２/２）

 企業会計基準委員会　中條　恵美

賃貸等不動産

・「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」及びその適用指針について  2910（３/16）

 企業会計基準委員会　嶋田　和洋

電子記録債権

・実務対応報告第27号「電子記録債権に係る会計処理及び表示についての実務上の取扱い」
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の解説  2917（５/11）　企業会計基準委員会　小田　敏也

特別目的会社

・「連結財務諸表における特別目的会社の取扱い等に関する論点の整理」について  2911（３/23）

 企業会計基準委員会　秋葉　賢一

�会計実務�
■３月期決算対策

　第一弾　「固定資産の減損」  2907（２/23）　新日本有限責任監査法人　山岸　聡

　第二弾　「金融商品会計の留意事項」  2908（３/２）　公認会計士　茂木　哲也

　第三弾　「平成21年３月期決算における決算スケジュール」 2909（３/９）　公認会計士　太田　達也

　第四弾 　21年度税制改正に伴う税効果実務指針等の改正及び繰延税金資産の回収可能性の

判断における留意点について  2916（４/27）　あずさ監査法人　波多野　直子

■リースの会計・税務の実務対応とIFRSの動向

　第１回　2901（１/12），第２回　2904（２/２），第３回　2906（２/16），第４回　2909（３/９），

　第５回　2912（３/30），第６回　2913（４/６），第７回　2914（４/13），第８回　2919（５/25），

　第９回　2921（６/８），第10回　2922（６/15），第11回　2923（６/22），第12回　2924（６/29）

 監査法人トーマツ　公認会計士　井上　雅彦

■シリーズ 業種別会計の基礎

　その４　受注制作ソフトウェア産業

　第１回　受注制作ソフトウェア産業と会計上の論点の概要  2901（１/12）

 新日本有限責任監査法人　（文）受注制作ソフトウェア産業研究会　公認会計士　神園　美則

 ／新日本有限責任監査法人　（図）ナレッジセンター　公認会計士　三橋　敏

　第２～４回 　受注制作ソフトウェア産業における「工事契約に関する会計基準」の適用に

関する論点整理　その１～３   2902（１/19），2903（１/26），2904（２/２）

 新日本有限責任監査法人　（文）受注制作ソフトウェア産業研究会　公認会計士　片倉　正美

 ／新日本有限責任監査法人　（図）ナレッジセンター　公認会計士　三橋　敏

　その５　化学産業

　第１回　化学産業の概要  2905（２/９）

　第２回　化学産業上流事業の会計処理・内部統制の特徴  2906（２/16）

　第３回　化学産業下流事業の会計処理・内部統制の特徴  2908（３/２）

 新日本有限責任監査法人　化学産業研究会

　その６　食品・飲料メーカー

　第１回　食品・飲料メーカーの事業と会計の概要  2910（３/16）

 新日本有限責任監査法人　消費者製品製造業研究会

　第２回　固定資産  2911（３/23）

 新日本有限責任監査法人　消費者製品製造業研究会　公認会計士　安福　健也

　第３回　製造工程と原価計算  2912（３/30）

 新日本有限責任監査法人　消費者製品製造業研究会
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　第４回　販売取引・購買取引・棚卸資産  2913（４/６）

 新日本有限責任監査法人　消費者製品製造業研究会　公認会計士　當麻　知一

　その７　海運業

　第１回　海運業の特有のビジネスと会計の概要  2915（４/20）

　第２回　固定資産と資金調達  2916（４/27）

　第３回　海運業準則と海運業の収益・費用  2917（５/11）

　第４回　海運業における取引フローと留意事項  2918（５/18）

 新日本有限責任監査法人　（文）海運業研究会　（図）ナレッジセンター　三橋　敏

　その８　銀行業

　第１回　銀行業の事業内容および会計処理・表示を含む財務報告の特徴の概観  2920（６/１）

　第２回　銀行業の資金調達について  2921（６/８）

　第３回　銀行業の運用について  2922（６/15）

　第４回　資産査定制度と償却・引当について  2923（６/22）

 新日本有限責任監査法人　銀行業研究会

�国際会計基準（IFRS）関係�
■＜シリーズ＞IFRS導入に向けたわが社の取り組み

　第２弾　ヤマハ発動機―グループ会計の統一と会計基準のコンバージェンス―   2910（３/16）

 ヤマハ発動機株式会社　財務部　会計基準統一グループリーダー　主査　佐藤　郁裕

　第３弾　日産自動車  2912（３/30）

 日産自動車株式会社　経理部連結会計グループ　主管　野上　肇

■IASBレポート

　評議員会（Trustees）が定款見直し作業（第一弾）を完了  2906（２/16）

　評議員会（Trustees）が再編後の基準諮問会議（SAC）委員を公表  2909（３/９）

　評議員会（Trustees）が金融商品会計の抜本的かつ緊急見直し支持を表明  2914（４/13）

　IASB理事が欧州委員会の会合でスピーチ   2919（５/25）

　IASB理事にアメリカの著名アナリスト２名が就任  2921（６/８）

■シリーズ　IFRIC委員　鶯地　隆継氏に聞く　国際財務報告基準の解釈指針

　第７回　「株主に対する非現金資産の分配」  2907（２/23）

■４大法人に聞く「IFRS導入への取組みと今後の対応」

・監査法人トーマツ「IFRSサービスセンター」  2903（１/26）

 小野　行雄氏／手塚　正彦氏／岩崎　伸哉氏／鈴木　泰司氏／古内　和明氏

・あらた監査法人IFRSプロジェクト室リーダー　木内　仁志氏  2909（３/９）

・あずさ監査法人IFRS本部　天野　秀樹氏・金子　寛人氏・辻野　幸子氏  2912（３/30）

■シリーズ　業種別IFRS

　Ⅰ　不動産業　「IFRS導入が不動産会社に与える影響について」  2917（５/11）

 新日本有限責任監査法人　米国公認会計士　四釜　宏吏
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■会計基準の国際化をめぐる動向

第12回　米国SECによるIFRS採用へのロードマップ案  2901（１/12）

第13回　連結と金融資産の認識の中止―適格SPEの廃止等  2911（３/23）

第14回　金融商品会計をめぐる最近の動向  2916（４/27）

第15回　米国における時価会計の改訂  2923（６/22）

 あらた監査法人　企業会計研究会

■会計情勢　in the U.S.

格付けと信用格付け機関　 2901（１/12），内部監査人協会の新フレームワーク　 2904（２/２）

「期待ギャップを埋める」CFF　 2908（３/２），ポンジー・スキーム　 2913（４/６）

企業不正対策ハンドブック　 2917（５/11），企業不正防止対策ガイド　 2924（６/29）

 ハリー･ウィンストン･シャパン（株）　濱田　眞樹人

■世界を動かす会計人

　Part１　Sir David Tweedie ～デービッド・ツイディー卿の紹介  2918（５/18）

 中央大学大学院　教授　藤沼　亜起

　Part２　FASBチェアマン：ロバートH．ハーズ氏  2922（６/15）

 公認会計士　加藤　厚

■海外会計トピックス

IASB・FASBほか：収益認識に関する討議資料ほか  2900（１/５）

SEC：時価会計基準の改善は必要だが適用凍結は不要  2901（１/12）

SECの再建，インドのエンロン事件（サティヤム社の粉飾）  2902（１/19）

GAO他：米国大企業の大半がタックス・ヘイブンを利用，その他  2903（１/26）

金融危機と沈黙する監査人,その他  2904（２/２）

PCAOB：小規模公開会社の監査人への指針  2905（２/９）

COSO他：内部統制組織のモニタリング指針，その他  2906（２/16）

IFAC他：組織統治の評価と改善，その他  2907（２/23）

FEI：PCAOBの「リスク評価と対応」へのコメントほか  2908（３/２）

IFAC：財務報告サプライ・チェーンの調査結果  2909（３/９）

GAO：システミック・リスク，その他  2910（３/16）

FASB:SECのIFRSロードマップへの回答書  2911（３/23）

IASB及びFASB他：リース会計基準の見直しの討議資料，その他  2912（３/30）

FASBほか：会計基準階層の統一など  2913（４/６）

FASB：審議会の決定事項の要約  2914（４/13）

ロンドンG20：IASBの対応及び租税回避  2915（４/20）

IASB：2007－2009年次手直し終了  2916（４/27）

海外での会計・監査の近況報告  2917（５/11）

国際的な会計基準についての動き，その他  2918（５/18）

FASB基準書等の適用，その他  2919（５/25）
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IASB金融商品会計の動向，その他  2920（６/１）

IASB時価測定の草案，その他  2921（６/ ８）

監査報酬，会計人のスキル，倒産の受益者  2922（６/ 15）

FASB：金融資産，連結に関する新基準書，その他  2923（６/ 22）

IASB：信用リスク及びリース会計，その他  2924（６/ 29）

 末広監査法人　飯田　信夫

・IASB･FASB　ディスカッション・ペーパー　「顧客との契約における収益認識について

の予備的見解」について  2907（２/23）　企業会計基準委員会　豊田　俊一

・EUによる会計基準の同等性評価  2907（２/23）

 金融庁総務企画局　企業開示課国際会計調整室　井上　俊剛／関口　智和／原　寛之

・企業会計審議会企画調整部会の中間報告（案）の公表  2907（２/23）

 金融庁　総務企画局　企業開示課長　三井　秀範

・経財レポート　「ASBJ・IASB共同会議～世界の中の日本の主張の仕方」  2912（３/30）

・現場の本音を語る！　経営財務・読者座談会　第２回　「国際会計基準」  2903（１/26）

・会計基準のコンバージェンスを建設的に進めるための整理  2914（４/13）

 企業会計基準委員会　秋葉　賢一

・IFRS適用に向けた取組み状況等に関する経団連アンケート調査  2915（４/20）

 （社）日本経済団体連合会　経済第二本部　税制・会計グループ長　井上　隆

・新ASBJ常勤委員　加藤　厚氏に聞く～ポスト2011年を踏まえた日本の会計戦略に関する

私見  2919（５/25）

・IASB ／ FASB討議資料「リース―予備的見解」の概要とわが国における今後の対応  2920（６/１）

 企業会計基準委員会　小堀　一英

・退職後給付に係る国際財務報告基準（IFRS）の動向  2924（６/29）

 企業会計基準委員会　中根　正文

�開示（金融商品取引法・会社法）�
・大量保有報告制度及びEDINETの運用改善に係る政令・内閣府令改正について  2900（１/５）

 金融庁　総務企画局　企業開示課　谷口　義幸

・ポイント解説　日本経団連～改訂「会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各

種書類のひな型」  2900（１/５）　（社）日本経済団体連合会　経済第二本部　和田　照子

・有価証券届出書・公開買付届出書等の記載内容等の見直しについて  2902（１/19）

 金融庁　総務企画局　企業開示課　宮下　央／

 前金融庁　総務企画局　企業開示課　専門官・弁護士　石井　絵梨子

・「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年内

閣府令第80号）等について  2905（２/９）　金融庁　総務企画局　企業開示課　鳥居　典正

・平成20年金融商品取引法等の一部改正に係る政令・内閣府令の概要  2906（２/16）

 金融庁　総務企画局　市場課　高橋　洋明

・企業内容開示制度において開示される利益情報が有すべき情報内容は何か  2911（３/23）
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 慶應義塾大学　教授　黒川　行治／関西大学　教授　柴　健次／

 甲南大学　教授　内藤　文雄／関西学院大学　教授　林　隆敏

・継続企業の前提に関する開示，及び監査上の取扱いの改正について  2916（４/27）

 新日本有限責任監査法人　持永　勇一

・「会社法施行規則，会社計算規則等の一部を改正する省令」の解説  2916（４/27）

法務省　民事局付検事　大野　晃宏／法務省　民事局付　小松　岳志／法務省　民事局付検事　

澁谷　亮／法務省　民事局付　黒田　裕／法務省　民事局調査員　和久　友子

・「継続企業の前提に関する注記」に係る財務諸表等規則等の改正について  2916（４/27）

 金融庁　総務企画局　企業開示課　平松　朗／野村　昭文

・平成21年３月期有価証券報告書のチェック・ポイント  2916（４/27）

 新日本有限責任監査法人　金子　裕子

・継続企業の前提に関する開示制度について  2917（５/11）　新日本有限責任監査法人　持永　勇一

・平成20年度金融商品取引法関連法令（開示規制関連）の改正について  2919（５/25）

 大阪経済大学　教授　小谷　融／宝印刷総合ディスクロージャー研究所　倉田　紀和子

・有価証券報告書の作成上の留意点（平成21年３月期）  2919（５/25）

 （財）財務会計基準機構　企画部長　西岡　佳彦

・21年３月決算ディスクロージャー最終チェック訂正事例からみた「有価証券報告書」作成

上の留意点  2920（６/１）　公認会計士　山添　清昭

・企業結合会計基準の公表等に伴う財務諸表等規則等の留意点

　＜平成21年内閣府令第５号＞  2917（５/11）

 金融庁　総務企画局　企業開示課　大橋　英樹／山下　祐士

■公開買付け開示書類の事例分析

第８回　「買付け等の目的」の開示事例（３）  2901（１/12）

第９回　平成19年度の公開買付けの買付価格の分析と開示事例～その１～  2904（２/２）

第10回　平成19年度の公開買付けの買付価格の分析と開示事例～その２～  2906（２/16）

第11回　投資ファンドによる買付けの分析と開示事例  2908（３/２）

第12回　自社株公開買付けの分析と開示事例  2911（３/23）

第13回　MBOと開示事例分析　その１  2913（４/６）

第14回　MBOと開示事例分析　その２  2918（５/18）

 公開買付事例研究会

大阪経済大学大学院　経営情報研究科長・教授　小谷　融／宝印刷総合ディスクロージャー研究

所　研究員　金井　陵策／ディー・ブレイン証券　開示審査部長　鈴木　広樹／  SOZO工房　取

締役パートナー　山本　功／弁護士　六川　浩明

�監査�
■会計監査12 ヶ月　第三部　「会計士　山中氏の思い」

　その10　2902（１/19），その11　2904（２/２），その12　2906（２/16），その13　2908（３/２），

　その14　2910（３/16），その15　2912（３/30），その16　2914（４/13），その17　2916（４/27），
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　その18　2918（５/18），その19　2920（６/１），その20　2922（６/15）

・新春対談　「成熟する監査環境と内部統制監査を展望する」  2900（１/５）

 至誠監査法人　代表社員　住田　光生／青山学院大学大学院　教授　八田　進二

・「監査現場の意識と課題」―公認会計士6000人アンケートの分析結果―

　  （前編）2909（３/９），（後編）2910（３/16）　公認会計士　佐伯　剛

・実践！内部監査　取り組み方と実態  （前編）2900（１/５），（後編）2901（１/12）

 中央大学大学院客員教授　（東京ガス（株）監査部　情報システム監査グループマネージャー），

 CIA（公認内部監査人），CISA（公認情報システム監査人）　島田　裕次

・上場会社の監査報酬　―東証１部の場合―  2905（２/９）　愛知大学経営学部　教授　盛田　良久

・英米の公認会計士監視機関の検査報告書について  2908（３/２）　中央大学　教授　児嶋　隆

・緊急対談！「改訂GC監査基準を考える」  2915（４/20）

 青山学院大学大学院　教授　八田　進二／（ききて）町田　祥弘

・監査役の監査報告書の記載文例についての検討  2918（５/18）

 青山学院大学大学院　教授　八田　進二／片山　英木

・平成21年３月期・期末決算における監査役監査における留意点について  2919（５/25）

 公認会計士　山添　清昭

■監査情勢　in　EURO

　第１回　英国編①  2923（６/22）　監査法人　アヴァンティア　小笠原　直

�税制・税務関係�
■一問一答：税務会計実務相談室

　今月のテーマ：特別損失と税効果会計  2920（６/１）　クリフィックス税理士法人

■実務Q&A　会計・税務処理と申告調整

 第24回　地方法人特別税と会計処理　2905（２/９），第25回　中小企業における欠損金の繰戻し還

付復活と税効果会計　2909（３/９），第26回　上場有価証券評価損の損金算入要件と会計処理との

関係　2914（４/13），第27回　貸倒引当金に関する会計と税務の異同　2917（５/11），第28回　修繕

費が否認された場合　2923（６/22）

 公認会計士　税理士　鶴田　泰三

■ケース・スタディで学ぶリース会計・税務

　第１回　リースか購入かの意思決定  2921（６/８）

　第２回　オペレーティング・リース取引  2923（６/22）

 税理士　佐藤　仁

�インタビュー・対談・座談会�
■年頭所感

財団法人　全国法人会総連合　会長　大橋　光夫  2900（１/５）

日本税理士会連合会　会長　池田　隼啓  2900（１/５）

日本経済団体連合会　常務理事　久保田　政一  2901（１/12）

株式会社ジャスダック証券取引所　代表執行役社長　筒井　高志  2902（１/19）
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株式会社東京証券取引所グループ　代表執行役社長　斉藤　惇  2902（１/19）

新年を迎えて　税務研究会　代表　藤原　紘一  2900（１/５）

■対談

・新春対談　「成熟する監査環境と内部統制監査を展望する」  2900（１/５）

 至誠監査法人　代表社員　住田　光生／青山学院大学大学院　教授　八田　進二

・緊急対談！「改訂GC監査基準を考える」  2915（４/20）

 青山学院大学大学院　教授　八田　進二／（ききて）町田　祥弘

■インタビュー

・新春スペシャルインタビュー　日本公認会計士協会　増田　宏一会長に聞く　～会計基準

の国際的な統一化と公認会計士監査の課題と展望～  2900（１/５）

・石井　道遠　国税庁長官に新春インタビュー  2901（１/12）

・金融庁総務企画局長　内藤　純一氏に聞く「国際会計基準・市場・金融システムのあり方

と課題」  2915（４/20）

■現場の本音を語る！　経営財務・読者座談会

　第２回「国際会計基準」2903（１/26），第３回「３月期決算」（前編）2912（３/30），（後編）2913（４/６）

�その他�
■IPOの現状と新制度への対応

　第１回　新興３市場の特徴  2901（１/12）

　第２回 　開示における新制度（四半期・内部統制報告制度）がIPOに与える影響  2902（１/19）

　第３回　新興市場における子会社上場の現状  2903（１/26）

 監査法人トーマツ　高橋　千寿子／柴田　千尋

■コーポレート・ガバナンス

　第３回　民間企業異聞　 2903（１/26），第４回　ベンチャーを理解しよう　 2906（２/16）

　第５回　会社は誰のためにあるのか。（社会・市場と会社について）  2913（４/６）

　第６回　市場・企業／社会（有限責任を巡って）  2922（６/15）

 横浜市立大学　国際総合科学研究院　特別契約教授　大西　又裕

■会計と数学の狭間で

　第26回「サンプル数「25件」の謎」  2903（１/26）

 愛知工業大学　教授　岡崎　一浩／北海道士別高等学校　教諭　正田　隆之

■海外の年金・会計の最新事情（シリーズ２）

第17回　我が国トップ企業の年金積立状況2008（その４）  2900（１/５）

第18回　株式市況の下落と米国企業年金の現況  2905（ 2 / 9 ）

第19回　米年金保護法に対する救済法（WRERA法）成立する  2906（２/16）

第20回「岐路に立つ米国企業年金401（k）」  2911（３/23）

 中立系年金コンサルティングファーム　IICパートナーズ執筆：内田　博史／監修：中村　義正

■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Q&A

　第173回　内規による算出額よりも低い慰労金額を決議された退任取締役の差額請求  2902（１/19）
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　第174回　報酬規制と報酬額の相当不相当  2917（５/11）

 弁護士　小林　公明

・「コーポレート・ガバナンスの新たなうねり―ポイズン･ピルから独立取締役へ」―日本

コーポレート・ガバナンス・フォーラム（JCGF）第15回年次大会解説―   2903（１/26）

 公認会計士，JCGF運営委員　三宅　博人

・会計大学院コアカリキュラム全国検討会および認証評価国際シンポジウム報告  2913（４/６）

 青山学院大学　教授　橋本　尚

・世界同時不況下における不正リスクの高まり―ACFEの研究結果より―   2921（６/８）

 日本公認不正検査士協会専務理事　甘粕　潔

�書評・新刊紹介・コラム等�
■書評

・石川　純治著『変貌する現代会計―その形と方向』  2902（１/19）

 早稲田大学　教授　辻山　栄子

・髙浦　英夫監修／ PwC Japan IFRSプロジェクト室編著　『IFRS 国際会計基準で企業経営

はこう変わる』  2909（３/９）　駒澤大学　教授　石川　純治

・あらた監査法人／ PwCアドバイザリー㈱　『Q&A　国際財務報告基準（IFRS）』  2910（３/16）

 経済・金融・経営評論家信越化学工業㈱　顧問日本CFO協会　最高顧問　金児　昭

・金児　昭著　ビジネス・ゼミナール会社「経理・財務」入門  2911（３/23）

 住友スリーエム㈱　取締役　財務・情報システム・総務担当　昆　政彦

・小谷　融著　インサイダー取引・相場操縦・虚偽記載規制のすべて  2913（４/６）

 弁護士　成城大学講師　首都大学東京産業技術大学院大学　講師　六川　浩明

・クリフィックス税理士法人著　『フルカラー図解　最新会計基準入門』  2914（４/13）

 日本公認会計士協会　常務理事　市村　清

・橋本　尚著　『図解・イラストによるIFRS国際会計基準入門』  2916（４/27）

 国際会計基準委員会財団評議員　中央大学大学院　教授　藤沼　亜起

■ハーフタイム

酉の市　2901（１/12），内部留保は雇用を救う？　2903（１/26）

金融商品会計をめぐる欧州と米国の綱引き　2904（２/２），ドイツからみた2009年　2905（２/９）

金融危機と空売りのリスク　2907（２/23），業績とは何か，利益とは何か　2909（３/９）

「内的な整合性」と「外的な整合性」　2912（３/30），無名投資家の視点で見た監査　2917（５/11）

新社会人に贈る　2920（６/１），始めの一歩　2921（６/８），ここからが仕事　2922（６/15）

石を動かす　2923（６/22），桃介夜話　2924（６/29）

■現代会計時評

第１回　「企業会計原則」が出てこないわけ  2901（１/12）

第２回　銀行の信用収縮と時価会計見直し  2907（２/23）

第３回　企業会計の国際化と法人税制のあり方  2910（３/16）

第４回　「日本版ロードマップ」案の課題  2915（４/20）
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第５回　後入先出法が廃止されるわけ  2919（５/25）

第６回　時価会計見直し論の再燃  2923（６/22）

 駒澤大学　教授　石川　純治

■現代会計論考

　第１回　開発費会計の国際化　 2918（５/18），第２回　信用恐慌を招いた金融商品　 2921（６/８）

 立命館大学　教授　藤田　敬司

資　　料
�重要法令等�
・会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型　新旧対照表  2900（１/５）

・「『財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則』の取扱いに関する留意事項につい

て」（財務諸表等規則ガイドライン）の一部改正（案）に対するパブリックコメントの概要及

びそれに対する金融庁の考え方  2905（２/９）

・「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20

年12月12日公布，内閣府令第80号）の新旧対照表  2905（２/９）

・我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）（案）  2907（２/23）

・上場有価証券の評価損に関するQ&A  2914（４/13）

・内部統制報告制度に関するQ&A（再追加版）  2914（４/13）

・監査基準の改訂に関する意見書  2915（４/20）

・連結財務諸表等規則等の改正案  2923（６/22）

�企業会計基準委員会�
・実務対応報告第26号　｢債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い｣の公表  2905（２/９）

・実務対応報告第26号　債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い  2905（２/９）

�日本公認会計士協会�
・上場会社のコーポレート・ガバナンスとディスクロージャー制度のあり方に関する提言  2921（６/８）

�月間為替相場（三菱東京UFJ銀行公表）�
 12月30日　2901（１/12），１月30日　2905（２/９），２月27日　2909（３/９），３月31日　2913（４/６）

�今週のレート�
平成20年12月15日～平成21年４月３日  2900（１/５）～ 2914（４/13）

�訂正�
・ミニファイル　繰延税金資産の回収可能性（2907号）  2909（３/９）

・監査役協　第68回監査役全国会議を開催（2915号）  2916（４/27）

・目次（2918号）  2919（５/25）

・リースの会計・税務の実務対応とIFRSの動向　第８回（2919号）  2920（６/１）

・企業内容開示制度において開示される利益情報が有すべき情報内容は何か（2911号）  2920（６/１）

・平成20年度金融商品取引法関連法令（開示規制関連）の改正について（2919号）  2921（６/８）


